様式例・記載例（法第28条第1項関係「前事業年度の事業報告書」）

平成２９年度の事業報告書

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

特定非営利活動法人優人

１　事業の成果
　平成２５年９月１日から介護保険法に基づく（介護予防）訪問介護事業の運営を継続し、平成２９年４月１より、介護保険法に基づく新たな「新総合事業」の指定を受け、第１号訪問事業を定款に追加。１年間の運営で順調に利用者数も伸びてきた。又、（介護予防）訪問介護事業においても、新たな加算算定等も含め、利用者数・売上共に右肩上がりの年度であった。
日常生活支援事業では、不定期ではあるが行事や自所内のおけるイベント、福祉関係者を招いての会議・懇親会等取り組んでおり、２つの事業を並行しながら継続している。

２　事業の実施に関する事項
(1)　特定非営利活動に係る事業
	事 業 名
(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の
実施日時
(B)当該事業の
実施場所
(C)従事者の人数
	(D)受益対象
者の範囲
(E)人数
	事業費の金額（概算）（単位：千円）

	（介護予防）訪問介護事業／第１号訪問事業
	介護保険法に基づく（介護予防）訪問介護／第１号訪問事業。ヘルパーをご利用者宅へ派遣し、日常生活支援サービスを提供する。
	(A)平成２９年４
月１日～平成３０
年３月３１日
（B）ご利用者宅
（C）９名
	（D）要介護又は要支援認定を受けた方
（E）４７名
	




１６，８０７

	日常生活支援事業
	通い・泊まり・つどい場・相談活動・訪問・外出支援等
	(A)平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日
（B）ご利用者宅又
は当法人事務所
[bookmark: _GoBack]内又は外出先
（C）１０名
	（D）日常生活に支援を要する方又は地域住民
（E）複数名
	






５５









(2)　その他の事業
	事 業 名
(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時
(B)当該事業の実施場所
(C)従事者の人数
	事業費の金額（単位：千円）

	
	
	
	

	
	
	
	






（備考）
１　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。
　２　２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。


